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1872～1978 年の百年以上に及ぶ長い歴史の中においても，累計 13 万人に過
ぎなかった。しかしそれに対し，1978 年の改革開放から 2008 年までの間の
海外留学者数は累計 122.8 万人に達し，その数はわずか 30 年で 209 倍増加し，





分野への留学生派遣が 1980 年から認められるようになった。また，1981 年，





















れた。1980 年代末から 1990 年代にかけて，個人で TOEFL を受験して，自
年





























—  29  —
改革開放後の中国の留学政策（許）
問題通知」を発表し，「大学及び大学以上の学歴を有する者の私費留学に関



















































2008 年までに累計 122.8 万人に達した。学業を終えて，そのまま海外に残っ
て仕事に従事している留学者は，主要先進国で約 20 万人，そのうち，准教
授または一定レベルの職務に就いている 45 歳以下の留学者は約 6.7 万人，



























































2007 年には，人事部など 16 部門が共同で「海外ハイレベル留学人材が帰
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改革開放後の中国の留学政策（許）








いる。2008 年 9 月 17 日，江蘇省は「江蘇の万人海外ハイレベル人材招致計画」



































29 人が「973 計画専門家グループメンバー」に，170 人が「973 課題」責任
者に，57 人が「863 計画」（ハイテク研究プロジェクト）と関連あるプロジェ
クトの責任者に選出され，更に，「国家傑出青年科学基金」を 222 人が，「国










































が共同で実施しているプロジェクトである。満 45 歳以下（人文科学では 50
歳以下）の国内外の科学研究及び教職に従事している学者（海外の場合は准
教授以上，国内の場合は教授以上）が対象となる。選ばれた者には，給与，




江学者成果賞」が授与される。「成果賞」の授与は年 1 回行われ，原則 1 等
賞 1 名に 100 万元，2 等賞 3 名に各 50 万元の賞金が支給される。
1998～2006 年の間，8 期に分けて「特別招聘教授」799 人，「講座教授」
308 人が同「計画」に採用され，97 校の教育機関に招聘された。採用された
学者のうち，海外での留学，勤務経験を持つ者は全体の 94％，博士号を取




この「計画」は，海外ハイレベル人材の招致計画として，2008 年 12 月に
中央政府により批准された大規模な海外ハイレベル人材の招致プロジェクト
である。この「計画」の実施に当たり，2009 年 1 月 7 日，中共中央弁公庁
は「中央人材工作協調小組（チーム）の海外ハイレベル人材招致計画に関す
























































































































—  42  —
改革開放後の中国の留学政策（許）




























—  43  —
改革開放後の中国の留学政策（許）
 また，専門分野においては，表 2 で示しているように「国家中長期科学
技術発展規画鋼要（2006～2020）」の中に定められた重点領域と優先課題，









けで，毎年 5,000 人が派遣されることとなり，毎年の約 5,000 人の海外派遣








年 10 月 8 日，教育部と財政部は，2007 年の実施状況を踏まえ，同プロジェ
クトの対象大学を「985 プロジェクト」の指定校からさらに「211 プロジェ
クト」の指定校にも拡大し，大学院生の派遣規模を 5,000 人から 6,000 人に
拡大すると発表した。2009 年 7 月末までに，同プロジェクトに採用された
大学院生は計 13,570 人に達し，対象大学も 49 校から 60 校に拡大された16）。
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改革開放後の中国の留学政策（許）
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1 アメリカ 1977 1833 144 18 ノルウェ 16 15 1
2 イギリス 358 324 34 19 オーストリア 14 11 3
3 ドイツ 295 232 63 20 アイルランド 13 9 4
4 カナダ 286 264 22 21 ニュージーランド 12 12 0
5 日本 181 159 22 22 イスラエル 5 4 1
6 フランス 176 150 26 23 ロシア 4 4 0
7 オーストラリア 172 158 14 24 南アフリカ 4 4 0
8 シンガポール 110 107 3 25 ポルトガル 2 2 0
9 スウェーデン 61 49 12 26 ギリシャ 2 2 0
10 オランダ 60 48 12 27 ポーランド 1 1 0
11 スイス 46 39 7 28 クロアチア 1 1 0
12 イタリア 41 35 6 29 マレーシア 1 1 0
13 韓国 28 19 9 30 モンゴル 1 0 1
14 ベルギー 25 19 6 31 スロベニア 1 0 1
15 デンマーク 20 16 4 32 タイ 1 1 0
16 フィンランド 18 13 5 33 ハンガリー 1 1 0
17 スペイン 18 14 4 34 インド 1 1 0
（出所）　潘晨光編『人材青白書　中国人材発展報告 NO.5（“The Report On The 
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改革開放後の中国の留学政策（許）
分野と領域 派遣者数 比率（％）






交通運輸業 64 1.62 
情報通信産業と現代サービス業 42 1.06
人口と健康 151 3.82
都市化と都市発展 56 1.42 
公共安全 8 0.20
国　防 142 3.59


















（出所）潘晨光編『人材青白書　中国人材発展報告 NO.5（“The Report On The 






























実験室及び教育研究基地主任の 71.65％，「長江学者」の 94％，国家「863 計



















 1） 許海珠編著・他『中国の改革開放 30 年の明暗―とける国境，ゆらぐ国内』世界
思想社，2009 年，第 1 部第 2 章を参照されたい。
 2） 「科教（科学教育）興国戦略」は，1996 年 3 月に開催された第 8 期全国人民代表
大会第 4 回会議で採択された「国民経済及び社会発展に関する “ 第 9 次 5 ヶ年計





教育が普及され，高等教育の進学率も 2007 年には 23％に達し，国民全体が教育
を受ける年数も改革開放前の 5 年未満から，現在は 8.49 年までに上昇している
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改革開放後の中国の留学政策（許）
（「第 8 期全国人民代表大会第 4 回会議」の一部内容より /http://www.spc.jst.go.jp/
sciencepolicy。
 3） 「人材強国戦略」は，2002 年に公布された「2002 ～ 2005 年の全国人材小組（チー
ム）建設規画鋼要」の中で初めて明確に打ち出された。また，翌年の 2003 年 12












 5） 『中国教育報』2008 年 12 月 16 日 /12 月 31 日。














弁発 25 号文件，2008 年 12 月 23 日）/ 訳文：「中央人材協調チームの海外ハイレ
ベル人材の招致計画を実施することに関する意見」を参照されたい。
—  49  —
改革開放後の中国の留学政策（許）
 9） 2008 年 9 月に世界的金融危機が発生して以来，海外の就職市場はまだ改善の兆
しが見られず，依然厳しい状況が続いている。こうした状況を中国は海外の優秀
人材を招致できる得難いチャンスとしてとらえ，人材招致のための大規模な代表
団を海外に派遣している。2008 年 12 月 5 日～ 14 日の 10 日間，上海市は深刻な
不足状態にある中上級クラスの金融人材を招致するための代表団をイギリスと
アメリカへ派遣し，ロンドン，シカゴ，ニューヨークに人材招致会場を設置し，




 10） 「国家傑出青年科学基金実施管理方法」ホームページを参照されたい /http://spc.
jst.go.jp/personnel/talent。
 11） 「春暉計画簡介」2009 年 4 月 8 日 /http://Melbourne.china-consulate.os.on/『神州
学人』2007 年 3 月 21 日，『中国僑網』/www.chinagw.con.cn。
 12） 中華人民共和国教育部人材発展弁公室 /
http://www.cksp.edu.cn/news/http://www.spc.jst.go.jp。
 13） 詳しい内容については，国家留学網 “ 国家留学基金優先助成学科，専門領域（分
野）” を参照されたい。




















会議」（2009 年 10 月 12 日）の内容を参照されたい / 同上，P.235 ～ 236。
 17） 出国，帰国留学者数の累計には 1981 ～ 1984 年のデータは含まれていない。
 18） 潘晨光主編『人材青白書　中国人材発展報告　NO.5』社会科学文献出版社，
2008 年，P.232。
 19） 『中国教育報』2008 年 12 月 31 日。
 20） 潘晨光主編『人材青白書　中国人材発展報告　NO.5』社会科学文献出版社，
2008 年，P.220，P.232。
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